
- 1 - 

 

令和６年度 第３回 調布市地域経済対策会議要旨について 

            

開催日：令和６年１１月２８日（木） 午後３時３０分から５時まで 

場 所：市長公室（市役所５階） 

出席者：渡部完治（調布市商工会 会長） 

    秋沢淳雄（調布市商工会 副会長） 

    玉村秀樹（調布市商工会 副会長） 

    相田英俊（調布市商工会 商業部会長） 

    品川信幸（調布市商工会 工業部会長） 

    瀧栁伸央（調布市商工会 建設業部会副部会長） 

    平野宗哲（調布市商工会 商業振興課長） 

渡邊智宏（多摩信用金庫 価値創造事業部地域支援グループ主任調査役） 

吉田直也（多摩信用金庫 調布北口支店長） 

    加藤恭永（多摩信用金庫 調布支店長） 

    本田尚美（調布市 副市長） 

    宮田千華（調布市 行政経営部次長） 

鈴木克昌（調布市 生活文化スポーツ部 産業振興担当部長） 

    深沢典充（調布市 生活文化スポーツ部 次長） 

    伊東良之（調布市 生活文化スポーツ部 産業振興課長） 

    花岡 裕（調布市 生活文化スポーツ部 産業労働支援センター担当課長） 

    粟野和也（調布市 生活文化スポーツ部 産業振興課長補佐） 

    荻野大治（調布市 生活文化スポーツ部 産業振興課商業観光係長） 

足立真宏（調布市 生活文化スポーツ部 産業振興課産業労働支援係長） 

    西郷晴久（調布市 生活文化スポーツ部 産業振興課主任） 

    野口大輔（調布市 生活文化スポーツ部 産業振興課主任） 

    佐藤恵太（調布市 生活文化スポーツ部 産業振興課主事） 

    フネブルグ由佳（調布市 生活文化スポーツ部 産業振興課主事） 

 

１．事業者支援策等の取組状況について 

【商工会会長】 

・1０月に開催した商工まつりでは，これまで以上に多くの人出を感じた。 

・夏以降，中小零細企業を中心に倒産件数が急激に増えたという情報がある。今後，金利 

が上昇する見込みであるため，倒産件数は増える可能性が高い。商工会は中小零細企業を 

 支える役目を担っているので，今後も行政と連携して事業者をサポートしていきたい。 

 

【商工会商業部会】 

・市内の商店会では夏祭り等のイベントを行い，地域の賑わいを生んでいる。また，商店

会はコミュニティーの核としての役割もあるので，今後も引き続き支援を行っていきた

い。あわせて，物価高騰や人手不足が続いている中，商店会が抱える課題もそれぞれ多
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岐にわたることから，実情に寄り添った支援を行っていきたい。 

・市も，キャッシュレス決済ポイント還元事業の実施等も通じて，市内の消費の喚起と併

せて，市内事業者におけるキャッシュレス決済の導入を推進している。商工会も継続し

て推進しているが，今回，商業部会が実施するバイ調布チケット事業については，キャ

ッシュレス決済を扱えない小規模事業者も参加できるよう，紙券で実施する。                                                                      

 

【商工会工業部会】 

・受注件数は増加傾向にあるが，原材料や人件費高騰による影響は現在も継続しており，価 

格転嫁ができていない事業者も多くいる。 

・来年２月にビジネスマッチング商談会を実施する。様々な企業の状況を確認しながら，今 

後の対策を検討していく。 

 

【商工会建設業部会】 

・物価高騰や材料費の高騰など様々な問題から，請け負った時より部材の単価や人件費等

のコストが上昇し，利益を確保することが難しい状況にある。 

・人材面に関しては，建設業全体で５５歳以上の方が約３０％を占めており，若い人材を

確保できない状況が続いている。工期があるため，週休２日を確保できず，長時間の労

働が課せられてしまう現場も多く，若い人材が集まらない。 

 

【商工会サービス業部会】※阿部サービス業部会長は欠席のため，商工会 平野課長による代読 

・市内におけるサービス業に関しては，経営状況が順調である事業者と苦しい事業者の二

極化が進んでおり，中間層がない印象を持っている。 

・法人化を計画している事業者の中には，社会保険の整備や手続，従業員との雇用トラブ

ル防止に関する労務相談が多い傾向にある。 

・市内で創業を目指す事業者の業種は，サービス業が多い印象を持っている。事務所や店

舗の物件や土地を確保できず，市外へ流れてしまう懸念があることから，不動産会社や

産業労働支援センター等と連携し，情報提供を行っていきたい。 

・サービス業だけでなく全業種共通した課題かと思うが，最低賃金の引き上げや物価高騰

の状況下において，価格転嫁ができていない事業者が増えている。例えば，マンション

の管理組合にサービスを提供している警備業者・建設業者・清掃業者等が，管理組合と

の値上げ交渉に難航している声を聞く。 

 

【商工会副会長】 

・コロナ禍においては，プレミアム付商品券事業やキャッシュレス決済ポイント還元事業 

などの消費喚起策に予算を投じてきた。現在の状況をみると，事業者が直面している課 

題は，人材不足や物価高騰を踏まえた対応に移り変わっている。社会や経済の状況が大 

きく変わったと改めて実感しており，事業者も自ら様々な対応を講じる必要があると感 

じている。 

・調布は，約２４万人の市民が暮らしているだけでなく，市外からも多くの方が訪れるまち
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となっている。毎年１１月に実施される「ゲゲゲ忌」についても，大変な盛り上がりがあ

る。こうした調布の貴重な資源を今後どのように活用していくかが，重要なテーマとな

る。 

・「産業振興ビジョン」の内容も踏まえて，調布のまちの活性化につながるよう，今後，市 

と連携して取り組んでいきたい。 

・コロナ禍以降の市場の変化に対応できている事業者と，対応できていない事業者がいる

と感じている。コロナ禍において，自社の体制や事業の在り方を十分に見直すことがで

きなかった事業者は，今まさに体力の限界に達しつつあるのではないかと懸念している。 

・大企業において，賃上げの動きが活発にあり，今後，中小企業へもその動きがつながる

ことが見込まれる。人件費の増加が経営上の課題にある。また，建設業においては，４

月からコンクリート価格が約２割上昇する見込みであり，コスト面での負担も一層大き

くなる。調布のまち全体としては大きな活気があるものの，事業者をとりまく経営環境

は先行き不透明な状況にある。 

 

【市内金融機関】 

・４月から９月までの上半期に倒産した多摩地域の事業所は１３２件であった。特徴とし 

ては，資本金が１００万円以上５００万円未満の事業所の倒産が，半数以上の６８件を 

占めている。円安や物価高騰など価格転嫁できなかったことが要因であり，主に製造業 

や建設業が際立っている。一方で，コロナ明けで少し回復してきた企業もあり，設備投資 

が増えてきたという声もある。今後の金利や，中小企業への具体的な施策の動向を注視 

していく必要がある。 

・全国の金融機関が連携し、地域の中小企業の成長をサポートするビジネスマッチングに 

おいて，多摩地域の優れた技術や製品，新しいビジネスモデルを通じて地域経済の発展に 

貢献した事業者の表彰にて，調布市内の企業が３社選出された。 

・融資の実行件数に関して，昨年１０月時点で２３件の４億１，６００万円だったところ， 

今年１０月は４８件の６億６，１００万円と，実行件数及び金額ともに増加している。し 

かしながら，返済遅れも見られるため，資金繰りの改善に向けて，事業計画策定や，返済 

計画策定の支援を行っている。創業融資に関しても，今年は現時点で８件の申込がある。 

・人材不足は非常に大きい問題であり，支援先の事業所の多くも課題として認識している。

採用に結び付かなかったり，早期離職者も少なくない状況があるようである。採用に当た

り，仲介手数料がかかることも多くあり，中小企業の販売管理費を圧迫している。 

・新卒採用に関しては，多摩地域の大学と連携協定を結んでおり，各大学へ情報提供を行っ 

ている。一方，中途採用に関しては，産業雇用安定センターや，東京しごとセンターなど 

の公的機関を案内している。中小企業の経営者の中には，公的機関を知らない方も多いの 

で，積極的に紹介している。 

・人材採用には経費がかかるため，助成金や補助金といった支援があると，事業者の方々 

にとって大きな助けとなるので，御検討いただきたい。 

・支店間において，事業者同士のマッチングを行っている。外注先の紹介等で実績があり，

今年は約３，０００件のマッチングが成立している。 
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２．市内事業者の現状について  

〇調布市中小企業事業資金融資あっせん制度（コロナ・物価高騰口）の取組状況 

【調布市】 

・令和６年度の融資あっせんの利用状況については，１０月末時点で２１１件，うち，コロ

ナ・物価高騰口の申請利用数が３４件である。コロナの落ち着きもあるものの，物価高騰

に起因する資金需要は継続してあることから，昨年度と近しい申請数で推移していくと見

込んでいる。 

 

〇新商品開発等補助事業について  

【調布市商工会】 

・令和６年度から新たに実施している事業。ふるさと納税の返礼品の開発及び提供の際に

必要となる包装資材やパッケージの制作費用の一部（３分の２）について，４０万円を上

限として補助を行う。今年の１０月から募集を開始し，１１事業者から申請の意向を聞い

ている。フォローしながら，今後丁寧に進めていきたい。 

・次年度以降も継続して補助事業を行っていくことで，市内事業者が行う，調布ならではの

商品開発を支援していきたい。 

 

【調布市商工会バイ調布チケット事業について】 

・対象エリアを変えて３回目の実施。今回は，仙川，緑ヶ丘，若葉町，入間町の事業所を対 

象に５２店舗で利用できる。販売も大変好評であり，予定冊数が完売した。 

・使用期限は１２月１５日までとなっているが，事業者からの換金依頼もすでに始まって 

いることから，消費が生まれている。 

・商工会または商店会，いずれにも加入していない場合は，９，０００円の参加費（登録料）

をいただいている。可能であれば，参加費（登録料）を頂かず，商工会に加入いただくこと

を推奨している。 

 

〇（仮称）調布市産業振興ビジョン策定に向けた取組状況について  

・骨子構成案では，上位計画である調布市基本構想の分野別将来像の２つを目標とし，商工

業・観光・事業者支援の３つの観点から，目標達成に向けた基本方針と取組方針を定めて

いる。  

・次回の第４回検討委員会は，主な課題を骨子案及び素案とし，１２月１９日の開催を予定

している。その後，１月中旬からパブリック・コメント手続を実施する予定。 

・令和７年３月１９日に第５回検討委員会を開催し，パブリック・コメント手続の結果及び

ビジョン案を共有し，３月末を目途に計画策定とする予定。 

〇返礼品付きふるさと納税の現況について 

【調布市】 

・市は，ふるさと納税の返礼を通じて，市や市内事業者の魅力を広く発信することを目的と

して，令和４年１２月から，寄附者への返礼の提供を行っている。開始当初は，返礼品３
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４品，事業者数が２４社であったが，現在，返礼品１４４品，事業者数が４８社となって

いる。令和６年４月から１０月までの寄附件数は，前年同期間比で約２．４倍に増加して

おり，寄附金額についても同期間比で約３．２倍に増加している。 

・商工会の協力により，返礼品の数が順調に増えている。市内事業者への周知だけでなく，

新商品開発等補助事業による開発支援の取組は非常にありがたい。 

・市内事業者との丁寧なやりとりを重ね，ふるさと納税に関する困りごとや意見なども聞

きながら，調布の魅力をＰＲできる返礼品の充実に取り組む。 


